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工期の設定方法 

 

１ 工期の基本構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

その他

①全体工期（＝契約期間）

②工　　期

④準備期間

⑤施工期間

（8月13日から8月15日までの3日間）

雨量10mm/日以上の降雨・降雪日

暴風日等（気象における地域の実情日）

⑪不稼働日数

⑧作業別の雨休日数

⑥作業別の作業所要日数

⑦作業別の実働日数

休　　日　　数

降雨・降雪等の日数

土曜日、日曜日、祝日

年末年始休暇

夏期休暇

（12月29日から1月3日までの6日間）

⑩後片付け期間

③余裕期間（設定された工事の場合のみ）

⑨現場固有の不稼働期間（それぞれの現場状況による作業不能期間）

工事の性格による作業不能期間

地域の実情による作業不能期間

出水期等の中断期間による作業不能期間

関係機関との協議状況による作業不能期間

関連工事の進捗状況等による作業不能期間

交通事情による作業不能期間

地域の祭り等による作業不能期間

地元調整等による作業不能期間

別紙 
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２ 工期の設定方法における用語の定義 
【①全体工期（＝契約期間）】 

   余裕期間と工期を合わせた期間をいう。 

【②工期】 
   工期とは、工事開始日から工事完成日までの期間をいう。 
 【③余裕期間】 

   建設工事早期契約制度及びフレックス工期契約制度における契約日の翌日から工事

開始日までの期間をいう。 

 【④準備期間】 
   施工に先立って行う、労務、資機材の調達、調査、測量、設計照査、現場事務所の設

置等の期間であり、工事開始日から直接工事費に計上される作業に着手するまでの

期間をいう。本工事の着手後間もなく、重建設機械の組立及び輸送が必要となる場合

は、組立及び輸送に要する期間を準備期間の中で考慮する。 
 【⑤施工期間】 
   直接工事費に計上される全ての作業の実施に必要な期間をいう。 
   作業別の作業所要日数の合計から作業が重複する日数を差し引いた日数である。 
【⑥作業別の作業所要日数】 

   作業別の実働日数と作業別の雨休日数の合計をいう。 

 【⑦作業別の実働日数】 

   作業ごとの実働日数のことをいう。 

実働日数とは作業に必要な稼働日数のことをいう。 

 【⑧作業別の雨休日数】 

   作業ごとに見込まれる雨休日数のことをいう。 

   雨休日数とは、休日数（土曜日、日曜日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）及び降

雨・降雪等による作業不能日数をいう。 

作業別の雨休日数は雨休率を用いて以下の式で算出される。 

     作業別の雨休日数 ＝ 作業別の実働日数 × 雨休率 

   なお、雨休率とは休日と降雨・降雪日等の年間発生率で、作業別の実働日数に対する

作業別の雨休日数の割合をいう。 

 【⑨現場固有の不稼働期間】 

   現場状況（工事の性格や地域の実情）による作業不能期間をいう。 

 【⑩後片付け期間】 

   直接工事費に計上されている全ての作業終了後の自主検査、後片付け、清掃等の期間

をいう。本工事に重建設機械の分解・片付けに要する期間が入っていない場合は、後

片付け期間の中で考慮する。また、必要に応じて、検査に要する各種電子データの作

成に要する事務作業期間を反映する。 
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【⑪不稼働日数】 

   休日数及び降雨・降雪等及び現場状況による作業不能日数をいう。 

 

３ 工期の設定方法 
 工期の設定方法は、「工程表の作成による設定方法」を基本とする。 
ただし、一般的な現場の場合は「標準工期算定式による設定方法」を用いることができる

ものとする。 
 
 
（１）工程表の作成による設定方法 

以下のⅠ～Ⅳを用いて工程表（「図１ 工程表」参照）を作成し、工期を設定する。 
 

Ⅰ 準備期間 

     準備に要する期間は、主たる工種区分ごとに別表「表 1 準備期間」に示す期間

を最低必要な日数とする。 

ただし、工事規模や地域の状況、重建設機械の組立及び輸送等に応じて設定でき

るものとする。 

 

   Ⅱ 施工期間 

    ａ）作業別の作業所要日数の算出 

      作業別の作業所要日数は、作業別の実働日数と作業別の雨休日数の合計とす

る。 

      作業別の実働日数は、１パーティ(pt)を基本とし、当該工事の数量を作業日当

り標準作業量で除することで算出する。 

作業別の雨休日数は、作業別の実働日数に雨休率を乗じて算出する。その計算

式は次式の通りである。 

 

      作業別の作業所要日数 ＝ 作業別の実働日数＋作業別の雨休日数 

＝ 作業別の実働日数＋作業別の実働日数×雨休率 

＝ 作業別の実働日数×（１＋雨休率） 

 

雨休率は 0.77 を標準値として用いる。必要に応じて、地域の気象条件を考慮

して算出してもよい（参考資料１「雨休率について」参照）。 

また、週休２日を想定しない場合は、雨休率を 0.4 として用いる。 
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（作業別の作業所要日数算出例）  

コンクリート工（人力打設）  

設計数量： 25m3  作業日当り標準作業量： 4(m3/日) のケース 

  作業別の実働日数     25m3  ÷  4(m3/日) ＝ 6.3 日 

（小数点第 2 位以下四捨五入、小数第 1 位止め） 

  作業別の作業所要日数   6.3 日 × （1＋0.7） ＝  11 日 

（小数点以下切上げ、整数止め）   

    ｂ）作業手順の組立 

  作業手順を整理し、ａ）で算出した「作業別の作業所要日数」を用いて、バー

チャート方式等の工程表を作成する。 

 

   Ⅲ 現場固有の不稼働期間 

     工事の性格、地域の実情（例：出水期、積雪期、地域の祭り）等により考慮すべ

き事情がある場合は、それによる作業不能期間を工程表に組み込むことができる

ものとする。 

 

   Ⅳ 後片付け期間 

     後片付け期間は、２０日を最低必要な日数とする。 

ただし、工事規模や地域の状況、重建設機械の分解・片付け等に応じてこれを見

直すものとする。また、必要に応じて、検査に要する各種電子データの作成に要す

る期間を反映する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 工程表 
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期間

Ⅲ

現場固有の不稼働期間

④
作業の重複期間
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 （２）標準工期算定式による設定方法 
   一般的な工事においては、その工期を以下の式により算定することができるものと 

する。 

ただし、この式が適用できる工種は別表「表 2 標準工期算定式の係数Ａ、ｂ」に記

載のあるものとし、記載のない工種については、「工程表の作成による設定方法」を用

いるものとする。 

 

【標準工期算定式（週休２日工事の場合）】 

 

 Ｔ ＝ 準備期間 ＋ Ａ×Ｐｂ 

   

   Ｔ   ： 標準工期 

    準備期間： 別表「表 1 準備期間」 による 

    Ｐ   ： 直接工事費 

    Ａ，ｂ ： 別表「表 2 標準工期算定式の係数Ａ、ｂ」 

 

  

【標準工期算定式（週休２日工事以外の場合）】 

 

 Ｔ ＝ 準備期間 ＋ ０．８３×Ａ×Ｐｂ 

   

   Ｔ   ： 標準工期 

    準備期間： 別表「表 1 準備期間」 による 

    Ｐ   ： 直接工事費 

    Ａ，ｂ ： 別表「表 2 標準工期算定式の係数Ａ、ｂ」 
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【別表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

工種

河川工事

河川・道路構造物工事

海岸工事

道路改良工事

鋼橋架設工事

PC橋工事

橋梁保全工事

舗装工事（新設）

舗装工事（修繕）

共同溝等工事(1)(2)

トンネル工事

砂防・地すべり等工事

道路維持工事

河川維持工事

電線共同溝工事

ダム工事（ダム本体工事を含む工事に限る）

注）記載のない工種区分については、30日を最低必要日数とする

工種 A ｂ

河川工事 17.22 0.1484

河川・道路構造物工事 1.06 0.3094

海岸工事 1.89 0.2638

道路改良工事 2.05 0.2715

鋼橋架設工事 4.98 0.2391

PC橋工事 0.62 0.3357

舗装工事 0.93 0.3039

舗装工事（新設） 4.26 0.2243

舗装工事（修繕） 0.36 0.3554

砂防・地すべり等工事 1.80 0.2772

公園工事 3.46 0.2348

電線共同溝工事 0.03 0.5123

橋梁保全工事 1.94 0.2755

道路維持工事 11.50 0.1780

河川維持工事 59.99 0.0861

トンネル工事 0.48 0.3527

下水道工事(1) 0.32 0.3771

下水道工事(2) 2.72 0.2561

下水道工事(3) 2.21 0.2725

下水道工事(4) 1.00 0.3005

40

表１　準備期間

準備期間（日）

40

40

40

表 2　標準工期算定式の係数A、ｂ

90

90

70

60

50

60

80

80

30

50

30

90
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４ 締切排水工におけるポンプ運転日数（常時排水）等の算出について 

 締切排水工におけるポンプ運転日数（常時排水）の算出においても雨休日数を考慮するこ

ととし、「３ 工期の設定方法 （１）工程表の作成による設定方法 Ⅱ施工期間」と同様

に算出するものとする（図 2 ポンプ運転日数算出例 参照）。 

 なお、工事用道路における敷鉄板の供用日数等の算出においても同様に算出するものと

する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ポンプ運転日数算出例 

 

 なお、入札公告時には、ポンプ運転日数、ポンプ規格及び排水条件（常時排水あるいは作

業時排水）等を閲覧設計書に明示するとともに、雨休率を「現場説明事項・施工条件明示事

項」で明示することとする。 

 ただし、ポンプ運転を必要とする作業が重複している場合には、必要に応じて工程表を明

示することとする。 

また、概略数量発注方式試行要領に基づき発注する工事において、仮設工を対象工種とす

る場合は、工種、ポンプ運転日数及び排水条件等を「現場説明事項・施工条件明示事項」で

明示することとする。 

 

 

a)　ポンプ運転による排水を必要とする作業が単工種または重複しない場合

排水を必要とする作業

A工

b)　ポンプ運転による排水を必要とする作業が重複する場合

排水を必要とする作業

B工

C工

D工

雨休日数 7日Ｂ工の実働日数 10日

雨休日数 8日Ｃ工の実働日数 11日

雨休日数 11日Ｄ工の実働日数 13日

ポンプ運転日数 29日

雨休日数 7日Ａ工の実働日数 10日

ポンプ運転日数 17日
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【参考資料１】 

 

雨休率について 

 

１ 雨休率の算定方法 

 

1) 雨休率の算定式 

 

 

 

 

 

 

 

2) 休日数について 

土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇を休日数とする。なお、年末年始休暇は 12

月 29 日から 1 月 3 日までの 6 日間、夏期休暇は 8 月 13 日から 15 日の 3 日間とし、

土日及び祝日と重なる日は除く。 

 

3) 降雨・降雪等の日数（猛暑日日数を含む） 

①雨量 10mm/日以上の降雨・降雪日数、②8 時から 17 時までの WBGT 値が 31 以上

の時間を足し合わせた日数（小数第 1位を四捨五入（整数止め）し、日数換算した日

数）とし、過去 5年間の気象庁及び環境省のデータより地域ごとの年間の平均発生日

数を算出する。なお、その他に、工事を中止しなければならない気象条件（暴風等）

における地域の実情を考慮してもよい。また、工種や施工時期（季節）に応じて設定

してもよい。 

 

4) 休日数と降雨・降雪等の日数のダブリ日数 

次式で算出することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

雨休率　＝
休日数＋降雨・降雪等の日数－休日数と降雨・降雪等の日数のダブリ日数

稼働可能日数

稼働可能日数　＝ 暦日数－（休日数＋降雨・降雪等の日数－休日数と降雨・降雪等の日数のダブリ日数）

 

休日数

暦日数
休日と降雨・降雪等の日数のダブリ日数　＝　降雨・降雪等の日数　×
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２ 雨休率の計算例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ＷＢＧＴ値を使った猛暑日日数の計算例 

 

注）１．猛暑日日数は、年ごとのＷＢＧＴ値 31 以上の時間（8 時～17 時の間のデータを対象とする。）を日数換算し、

平均した値（対象：５か年） 

  ２．環境省熱中症予防情報サイト（https://www.wbgt.env.go.jp/wbgt_data.php） 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年

31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 365

降雨・降雪日数 1.4 3.2 4 3.8 3.6 5.8 3.4 3 6.2 4.6 3 1.8 43.8

その他の日数 0

計 1.4 3.2 4 3.8 3.6 5.8 3.4 3 6.2 4.6 3 1.8 43.8

土　　日 9 8 8 10 8 8 10 8 9 9 8 10 105

祝　　日 2 0 1 0 3 0 1 1 1 1 2 0 12

年末年始 1 1 2

夏期休暇 2 2

計 12 8 9 10 11 8 11 11 10 10 10 11 121

注） １．降雨・降雪日数は、東京地区の平成23年から平成27年までの5年間の降水量10mm以上の日数の平均である。

２．その他の日数は、工事を中止しなければならない気象条件（暴風等）を考慮する場合に加算できる。

３．休日数については、以下の要領でカウントした。

　◆土   日　 　・・・　 4週8休とし、祝日、年末年始、夏休みと重なる日もカウント。

　◆祝   日 　　・・・　 土日と重なるものは除く。

　◆年末年始  ・・・　 12月29日から1月3日までの6日間とし、土日、祝日と重なるものは除く。

　◆夏期休暇  ・・・　 8月13日から8月15日の3日間とし、土日、祝日と重なるものは除く。

４．降雨・降雪日と休日のダブリ日数、稼働可能日数は小数第2位を四捨五入し、小数第1位止としている。

５．雨休率は小数第3位を四捨五入し、小数第1位止としている。

14.5

214.7

0.70

雨休率の計算例（平成29年　東京の場合）

0.69 0.74 0.71 0.89 0.73 0.67

0.6

17.7 19.2 17.5 17.7

③休日数

月

①暦日数

1.0

②降雨
・降雪日
数

④降雨・降雪日と休日のダブリ日数

　　＝　②　×　③/①
1.3 1.3 1.5 1.2 1.1 2.1 1.5

　　＝　（②＋③－④）/⑤

0.5

0.71 0.58 0.61

0.9 1.2

⑥雨休率

　　＝　①－（②＋③－④）

⑤稼働可能日数

0.71

18.1 18.0 18.8

0.75

17.7 17.8 18.1 15.9 17.9

0.65


